


































　厚生労働省は、2011 年 3 月末に卒業予定の高
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地域の新規高卒労働市場における需給ミスマッチの規定要因
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紹介する（第 2 章）。第 2 に、新規高卒予定者に
対する就職支援の制度・慣行を取り上げ、その抱











































































う紹介数（推薦数）は、生徒 1 人に対し、1 社の
み推薦と規定している。ただし平成 21 年 12 月 1

































9 月 5 日以降 応募書類を学校から企業に送付する
近畿高等学校統一応募用紙
上記以外の求人者独自の社用紙は一切認められない。





















































































　　Di : i 県の高卒者への労働需要





　Din1i : 　i 県内の 1 次産業からの求人
（正規雇用を想定）
　Din2i : 　〃　　   2 次産業からの求人
（正規雇用を想定）
　Din3i : 　〃　　   3 次産業からの求人
（正規雇用を想定）
　Doui : 　i 県外からの求人　（正規雇用を想定）
　また需給ミスマッチを示す指標としては























　Di = Din1i + Din2i + Din3i + Doui - Vi・・・①
（i=1・・47）
　　　　　（Vi は当初はゼロ、均衡点で正）





　D i = S i・・③　（ i = 1. . 47）た だ し、 N i , > o , 
Etmi>0  及び Vi>0
　　ただし、常に Eini< min{Si, Di} であり、
　　均衡点では、Eini=Si-Eoui - (Ni + Etmi) =Di-Vi
となる 9）。
　これらを Eini について解けば、新規高卒者の
県内就職者数 Eini を決定する 2 つの誘導型方程
式を得ることができる。
　Eini =   Ti   －   Ci   －   Eoui   －（Ni+Etmi）④
　　i 県の 18 歳人口　i 県の進学者数　i 県外就職者数　i 県の無業者及び
非正規雇用者数
（i=1..47）



































Yji ＝ a0 + a1X1 + a2X2 + a3X3 + a4X4 + a5X5 








　X4 : 第 3 次産業比率







































た。このため、中学 3 年生から大学 2 年生まで、
含まれる学年に幅があり、大学・短大等への進学
者が含まれていることに注意を要する。










11） 前章の誘導型方程式では、Eini /Si に相当する。





④  X4 : 第 3 次産業比率
　内閣府「県民経済計算」に基づく第 3 次産業比


































13） 第 3 次産業には多種多様の産業が存在するが、本稿では「製造業」に対比する「非製造業」で見られるミスマッチ分析のため、「県
民経済計算」に基づく第 3 次産業比率を使用した。
14） 第 2 次産業には多種多様の産業が存在するが、本稿では「非製造業」に対比する「製造業」で見られるミスマッチ分析のため、「県
民経済計算」に基づく第 2 次産業比率を使用した。










係数 T 値 係数 T 値
一人当たり雇用者報酬 -0.000*** -10.450 0.000*** 8.660
若年人口比率（15 歳～19 歳） -1.364*** -3.089 153.571*** 1.179
常用有効求人に占めるパート比率 -0.186*** -5.499 -84.783*** -8.505
第 3 次産業比率 -0.379*** -5.129 12.203*** 0.560
第 2 次産業比率 -0.150*** -1.820 68.178*** 2.800
進学率 -0.003*** -7.176 0.398*** 3.389
定数項 0.963*** 14.387 4.427*** 0.224
自由度調整済 R2 0.677 0.561
サンプル数 282 282
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また垂直線 RR と R´ R´ の間は積極的労働市場政
策の実施によって減少する失業を表す。また N
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